
はじめに

2016年6月、国連は「HIVとエイズに関する政治宣言」を採択し、2030

年にエイズの流行終結を目指すことを宣言した1）。この実現には、国連エイ

ズ合同計画はが掲げた「90-90-90」の目標を2）を達成することが不可欠で

ある。これは、2020年までに、HIV感染者の90％が感染していることを認

識し、その90％が治療を受けることができ、その90％がウイルス量を検出

限界以下に抑えるというものである。この目標が達成されると、HIV感染者

のおおよそ4分の3がウイルス量を検出限界以下に抑えられていること意味

し、その効果として、AIDS関連死の減少と新規HIV感染者の減少すること

が期待される。

「90-90-90」の目標を達成するには、まずは最初の「90」（感染者の90％

が感染を認識すること）が達成されることが不可欠である。そのためには、

HIVに感染した可能性がある人がHIV検査を受けやすくことが重要である。

日本では、保健所が無料匿名でHIV検査を行っている。他の国においても、

保健医療施設における血液検査が標準的な検査方法である。そのため、HIV

検査の受検希望者は、HIV検査を受けるために保健医療施設を訪問しなくて

はならない。保健医療施設までの往復の移動にかかる費用、検査を受けるた

めに仕事を休まなくてはならない等の理由で発生する機会費用、そしてHIV
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に関するスティグマなどが、HIV検査へのアクセスの障壁になっているとも

考えられる。特に、ゲイ男性やその他のMSM（men who have sex with men）

やトランスジェンダーの人々、セックスワーカーなど、HIV感染割合が高い

グループのHIV検査へのアクセスを改善する必要がある。

世界保健機関（World Health Organization、以下WHO）は、2015年に

HIV検査に関するガイドラインを改訂し、HIV検査へのアクセスを向上させ

るための重要な方法としてHIV自己検査を明記した3)。HIV自己検査には、

指先から血液を採取するものと、唾液によるものとがある。2017年に、唾

液によりHIV自己検査を行うことができるOraQuick™がWHOの事前資格審

査を合格した4)。血液を採取するタイプと比較して、身体への侵襲性が低い

ため、唾液によるHIV検査の普及拡大により、HIV検査へのアクセスが改善

することが期待される。但し、標準的な検査提供方法と比較して、HIV自己

検査については、検査結果の正確性、安全性、検査結果が陽性であった場合

のフォローアップといった点が懸念材料としてあげられている5)。また、実

際に自己検査を導入するとなると、対象者に受け入れてもらえるのか、どの

ように自己検査キットを対象者に提供すべきか、費用をどのように負担する

べきか、といった点も課題となる。

Paiら5) は、2000年1月から2012年10月までに発表されたHIV自己検査

に関する論文をレビューし、研究対象者の多くがHIV自己検査を受け入れ

ており、検査結果の正確性についても良好であったが、カウンセリングやそ

の後のケアとの結びつきについては、十分検討されていなかったとしている。

しかし、このレビューで対象となった研究は全て先進国におけるもので、

HIV感染割合が高いアフリカサハラ以南の国々をはじめとする途上国におけ

る研究はなかった。そのため、本稿では、2013年以降に発表された論文の

うち、発展途上国において唾液によるHIV自己検査について行われた研究

をレビューし、普及の状況と今後の課題について検討することを目的とする。

−52−

杏 林 社 会 科 学 研 究



研究方法

2018年7月に、Pubmedにおいて、“HIV Self-testing”、“developing coun-

tries”というキーワードで文献を検索し、抄録の内容を確認したところ、途

上国において唾液によるHIV自己検査に関する研究の結果を報告している

論文が7本あった。本研究では、これら7本の論文を中心に、途上国での

HIV自己検査の状況と課題について検討する。

結果

表1に論文の概要を示した。7本中6本が南部又は東アフリカの国々で実

施されおり、1本がインドでの研究であった。

研究デザインは、横断研究2、横断研究と質的研究の混合研究法2、コ

ホート研究1、介入研究1、クラスター無作為対照臨床試験1であった。

調査対象者は、セックスワーカーとそのパートナー、HIV検査施設利用者、

地域住民、妊産婦と様々であったが、HIV対策のkey populationであるゲイ

男性やMSM、トランスジェンダーの人々、収監者を対象した研究はなかった。

全ての研究で、OraQuick™を自己検査キットとして使用又は対象として

いた。

研究の目的としては、自己検査によるHIV検査の実施可能性に関するも

のが3つあった。Zanoliniら6) の研究では、ザンビア国ルサカ県の住民を対

象とした質問票による調査を行ったところ、対象者の91％が利用すると回

答し、「友人も利用すると思う」76％、「パートナーも利用すると思う」86％

と高い割合を示した。この調査ではDiscrete Choice Experimentという手法

を用い、自己検査キットを受け取る場所、費用、カウンセリングの有無と

いった著者らがHIV検査受検に関連すると考えた要因（attribute）をもとに、

対象者のHIV検査受検に関する選好（preference）を推計した。その結果、

保健医療施設における通常の血液検査よりも自己検査の方を、検査の際にカ
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ウンセリングを受けられる方を選好する割合が高いことがわかった。

Perezら7) が南アフリカで行った研究では、保健センター又はHIV検査セ

ンターにおいて、医療者の監視下での自己検査の実行可能性を検討した。医

療者が対象者に対して、自己検査キットの使用方法のデモンストレーション

をした後に、受検者本人に自己検査をしてもらい、本人と医療者がそれぞれ

結果を判定したところ、検査判定結果の一致率は99．8％であった。著者ら

は、医療者の監視下ではなくても自己検査の導入は可能であり、その方が

HIV検査へのアクセスを向上し、早期に感染を知る人が増える可能性がある

が、結果が陽性だった場合に、確認検査、カウンセリング、治療につながる
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ように注視する必要があると述べていた。

Sarkarら8) によるインドでの研究では、妊婦を対象に南アフリカと同様

の調査を行ったところ、98.5％で妊婦とヘルスワーカーの判定結果が一致し、

医師や看護師以外の保健医療スタッフ監視下でも自己検査の実施は可能であ

り、医療者監視下での自己検査の利点として、検査前後にカウンセリングを

提供できること、陽性だった場合に確認検査や治療へのつなぎが容易である

ことをあげていた。

上述の論文のうちPerezら7) とSarkarら8) の論文は、HIV自己検査キット

を保健医療施設で保健医療従事者の監視下で行うという形で検査を行ってい

たが、Thirumurthyら9) がケニアで実施した研究は、HIV陰性の妊産婦や女

性のセックスワーカーを通して、彼女らの男性パートナーにHIV自己検査

キットを提供するという方法の有効性を検討した。妊婦（60人）と経産婦

（116人）には自己検査キットを3セット、セックスワーカー（101人）には

5セットを配布し、3ヶ月後にそれらの使用状況について調査した。妊婦の

53人（91％）、経産婦の91人（86％）、セックスワーカー64人（75％）が主

な性的パートナー（primary sexual partner）に配布していた。また、セック

スワーカーの82人（81％）が客211人に検査キットを配布していた。配布

した際の相手の反応が「とても肯定的」または「肯定的」であったと回答し

た割合は、妊婦92％、経産婦91％、セックスワーカー94％であった。検査

を勧めたことによりパートナーからの暴力を受けたと回答したのは4人のみ

であった。パートナーが陽性だった割合は、妊婦2人（4％）、経産婦2人

（2％）、セックスワーカー2人（5％）であった。また、セックスワーカーの

主ではない性的パートナー（non-primary sexual partner）2人と客37人（17．

5％）が陽性であった。検査結果が陽性だった場合、陰性の場合と比べて、

性行為をしなかったり、コンドームを使用したりする割合が有意に高かった。

経産婦のパートナーで陽性だった2人とセックスワーカーの性的パートナー

又は客で陽性だった41人中26人が確認検査を受け、その後のケアに結びつ

いた。これらの結果から、著者らは、調査参加者からの回答を基にした結果
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ではあるが、女性を介して、男性にHIV自己検査キットを配布するのは安

全で実用的な方法であり、安全な性行為に結びつく可能性が高いことを示唆

していると述べていた。

Chandaら10) によるザンビア国内の3都市での研究では、セックスワー

カーへのHIV自己検査キットの配布方法に関する検討がなされていた。ピ

アエデュケーターとしての研修を受けたセックスワーカー（引退者も含む）

が、それぞれ6人の現役のセックスワーカーを勧誘し、グループを形成した。

各グループは、無作為に以下の3つのHIV検査受検方法のいずれかに振り分

けられた：（1）ピアエデュケーターがセックスワーカーに直接自己検査キッ

トを配布する（検査キット配布群）、（2）ピアエデュケーターがセックス

ワーカーに対し保健センターか薬局で検査キットを受け取ることができる

クーポンを配布する（クーポン配布群）、（3）ピアでデュケーターがセック

スワーカーに通常のHIV検査を受検できる場所を紹介する（通常検査推奨

群）。自己検査キットとクーポンは、調査開始時と4ヶ月目に配布され、調

査開始前、1ヶ月後、4ヶ月後に、対象者への面接が実施され、自己検査

キットの利用等について調査を行った。965人が調査に参加した。1ヶ月後

と4ヶ月後の評価では、自己検査群と通常検査群との間にHIV検査受検率に

おける有意な差はなかったが、検査で陽性であった者のうち、1ヶ月後に治

療につながった割合は、検査キット配布群22.5%、クーポン配布群25.0%、

通常検査推奨群46.6％と、通常検査推奨群で有意に高かった。しかし、4ヶ

月後には、それぞれ48.0％、57.1％、64.3％と、3群間に有意差は無かった。

3群間でHIV検査受検率に差がなかった要因として、ピアエデュケーターが

保健医療施設における通常検査に対するスティグマを軽減した可能性が考え

られるということであった。また、自己検査の方が通常検査に比べて、ケア

につながるまでの時間がかかるということが示された。

Chipunguら11) は、ザンビア国ルサカ県において、自己検査の潜在的利用

者を対象として、検査結果が陽性だった場合に、治療に結びつきやすい要因

と促進方法について検討した。対象者はルサカ在住の16-49歳の住民で、
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フォーカスグループ討議と無作為抽出された1617人が参加した質問票によ

る調査が実施された。自己検査を受検して、検査結果が陽性であった場合、

女性87％、男性83％が1週間以内に保健医療施設に行くと回答した。ケア

に結びつけるためのフォローアップの方法として、53％が家庭訪問、30％

が電話、13％がSMSをそれぞれ希望していた。

最後に、Maheswaranら12) がマラウイで実施した研究では、施設検査と自

己検査の費用を推計した。施設での検査費用は7.53米ドル〜10.57米ドルで

あったのに対し、自己検査は8.78米ドルであった。HIV陽性者1人を見つけ

るための費用は、施設検査では28.3米ドル〜76.14米ドルであったが、自己

検査では97.5米ドルと、自己検査の方が高かった。また、一人の感染者が

治療を開始するまでの費用は、施設検査では165.14米ドル〜233.9米ドルで

あったのに対し、自己検査では319.67米ドルであった。これらは、自己検

査を受けた集団の方がHIV感染割合が低いということを反映していると述

べていた。一方、受検する際に患者側が負担しなくてはならない費用につい

ては、自己検査ではほとんどからなかったが、施設検査の場合は、施設まで

の移動や付添人の費用等、施設での待ち時間、受検のために失った所得等を

合計すると、平均2.93米ドルであった。社会的視点からの費用は、自己検

査の方が施設検査よりも、2.38米ドル低いということであり、施設にHIV

検査を受けに来られない、又は来ない人々に対して、自己検査は検査の機会

を提供する経済的に見合ったものであるということであった。

考察

2013年以降に出版された、途上国における唾液によるHIV自己検査に関

する研究論文をPubmedを使って検索し、該当する論文7本のレビューを

行った。7本中6本がアフリカサハラ以南の国々において実施されたもので

あり、アジアではインドにおける研究のみであった。対象者は、一般住民や

セックスワーカーが中心であり、欧米やアジアでHIV感染リスクが高い
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MSMやトランスジェンダーの人々、薬物使用者等を対象とした研究はな

かった。アフリカでは、HIV感染率が高く、異性間の性行為が主な感染経路

であることが、背景にあると考えられる。2016年にWHOがMSMやトラン

スジェンダーの人々　などのキーポピュレーションを含むあらゆる人々が

HIV検査を受けやすくする方法として自己検査を推奨し3)、更に、2017年に

唾液による HIV 自己検査キットが WHO の事前資格審査に合格したこと

から4)、今後、アフリカ以外の地域においても、唾液による自己検査キット

の導入の可否や提供方法に関する研究が進んでいくものと考えられる。

途上国においてもHIV自己検査を受容する割合は高く、結果の判読にも

大きな問題はなかった。レビューをした文献の中には医療者の監視下で自己

検査を行うという提供モデルもあったが、Maheswaranら12) の研究が示して

いたように、施設検査よりも自己検査の方が、利用者の経済的負担は少なく、

また、検査を受けたいときに、場所や時間を問わずに受検し、短時間で結果

を知ることができるという受検者にとっての利便性を考えても、HIV検査の

一つの選択肢として利用できるようにすることは重要である。一方で、学歴

が相対的に低いグループにおいて、結果を正確に読めない割合が高かったと

いう報告もあったため12)、保健医療施設外での自己検査を普及するのであれ

ば、より多くの人に正しい使い方を理解してもらえるための説明方法の工夫

が不可欠となる。また、感染者を発見するためにかかる費用は、施設検査よ

りも高かったことから、政策として導入する際には、HIV感染割合が高い集

団における早期発見を促すための手段として検討するなど、対象を絞る必要

があるかもしれない。その場合、どのような方法で検査キットを入手できる

ようにするのが望ましいのか、対象者の経済的負担、利便性、プライバシー

の保護、提供方法に関する選好という側面からも検討が必要である。また、

対象者を限定して自己検査を提供した場合の費用対効果についても検証が必

要である。

WHOは、検査を受けて感染は判明したら、HIV感染症の進行状況に関係

なく、すぐに抗HIV薬による治療を始めること、いわゆる「Test & Treat」
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という政策を推奨している13)。HIV感染を早期に発見し治療を開始した方が

予後が良く、他者への感染予防につながるためである。自己検査をより効果

的なものとするには、検査の結果が陽性だった場合に、その後の確認検査や

ケアに早期につながるようにすることが重要である。しかし、Chipunguら11)

の研究では、自己検査結果が陽性だった場合に、1週間以内に保健医療施設

を受診すると回答していた者の割合はUNAIDSが掲げている90％に満たな

かった。また、Chandaら10) の研究でも、保健医療施設で検査を受けた場合

と比較をして、保健医療従事者の非監視下で行った自己検査により感染を

知った人の方が、治療に結びつくまでにより長い時間を要していたことを示

しており、しかも治療に結びついた割合は50％前後であった。そのため、

保健医療施設外での自己検査を導入する際には、検査結果が陽性だった場合

に、その受検者をなるべく早くケアにつなげられるようにする方法を導入す

ることが重要である。これは、HIV感染予防対策や感染者へのケアがどのよ

うに提供されているのかとも密接に関わってくることであるため、それぞれ

の地域にある官民様々な資源を活かした形で進めていくことが不可欠である。

結論

2030年までにエイズの流行を終結するため、各国において2020年までに

「90-90-90」の目標を達成するための取り組みが行われている。その最初の

「90」である、感染者の90％が自らの感染を知るための方策として、HIV自

己検査が推奨されている。これまで途上国で行われてきた研究では、自己検

査の受容割合は高く、正確に結果を判読することが可能であることが示唆さ

れた。HIV感染者を発見する費用は、従来の施設検査よりも自己検査の方が

高いため、政策として導入する際には、より感染リスクが高いグループに対

象を絞ることが必要になる。その際、グループの自己検査の提供方法に関す

る選好を踏まえた上で導入することが重要であると同時に、その費用対効果

を検証する必要がある。また、自己検査の結果が陽性だった場合にスムーズ
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に確認検査やケアにつながるという状況ではないようなので、効果的な方策

の検討が急務であると思われる。
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